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国際生産特化パターンの確定

　　　一多数国多数財ケースー

池　間　　誠

1　はじめに

　二国二財一要素の標準的なリカード型モデノレにおいては，世界市場での任

意の相対価格の下で，どの国がどの財の生産に特化するかを決定することは

容易である．しかし，国と財の数が二つ以上の多数国多数財のケースになる

と，各国の国際生産特化バターンを確定することは，それほど容易ではなく，

いささか複雑である．

　この多数国多数財ケースの生産特化の問題は，例えば，1923年にフラン

ク・グレーアム（Frank　D．Graham）が数値例にもとづいて試行錯誤的に解

決を試み1〕，1954年にライオネル・マッケンジー（Lione1W．McKenzie）が

アクティビティ分析の手法によって一般的な解決を提示し刎，そして1961年

にロナルド・ジ目一ンズ（Rona1d　W．J㎝es）が生産割当問題（production

assingnment　problem）の視点から一応の解答を与えている3，．マヅケンジ

ーにしろジ目一ンズにしろ，高度に数学的で，厳密な解決法ではあるけれど

も，それだけに理解するのは容易ではなく，また全面的な解決を与えている

わけではない4工．

　本稿の課題は，多数国多数財（特に三国三財）のリカード型モデルにおい

て，どの国がどの財の生産に特化するかを，競争均衡における利潤条件を用

いて，簡単に図解で見い出す方法を提示することにある．この意味では，マ

ッケンジーの「効率面（e価cient　facets）」図法に類似するが，しかし本稿の

図解はもっと直接的である．以下で分かるように，本稿の図解方法の長短は，／
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（2〕　　　　一橋論叢　第110巻　第6号　平成5年（1993年）12月号

その解法がきわめて機械的で帰納的であること，財の数は三財に限定される

が，しかし国の数は限定されないということ，さらに不完全特化のケースも

取り扱っていることにあろう．

　　1）Graham（1923），ただし表などの引用はE11is　and　Metzler（1950）に依

　　　る．

　　2）McKenzie（1954）．

　　3）　Jones　（1961）．

　　4）　多数国多数財貿易モデルの展開への貢献として，三辺信夫（1971）が重要

　　である．そこでは，マヅケンジーとジ目一ンズの展開が検討され，発展させ

　　　られている．

2競争均衡利潤条件と生産特化領域

　マヅケンジーが「競争均衡利潤条件」（the　pro趾conditions　of　competi－

tive　equilibrium）と呼ぷものは，長期で成立する競争均衡価格は，利用され

ない生産工程はいずれも利潤をもたらさず，また利用される生産工程では利

潤はゼロであるということである1〕．言い換えると，（長期）競争均衡におい

ては，ある国である財が生産されている限り，その財の単位生産費は価格に

等しく，それ故に利潤はぜ口とカ．り，さらに，生産されない財の場合には，

単位生産費は価格よりも高いということである．したがって，この条件は，

ある価格の下での各国の生産特化の領域を規定する．

　さて，生産要素は労働のみであり，生産される（最終）財の数は三種類

（1，2，3）であるとしよう2〕．国タにおける財ノ（二1，2，3）を1単位生産する

ために必要な労働投入量（労働投入係数）をαノで表し，生産量の水準に関係

なく一定と仮定する．言うまでもなく，労働投入係数の逆数（1／oノ）は労働

の生産性である．また，財市場および要素市場は完全競争であると仮定する．

　生産要素は労働のみであるから，各財の単位生産費は単位労働費用，すな

わち賃金率とその財の労働投入係数の積に等しい．今，財1をニューメレー

ノレ（基準財）とし，ωIを財1で計った国ゴでの賃金率，そしてcノを国ゴでの

財プの（財1で計った）単位生産費とすると，c、≡＝α、‘ωIである．そしてカノ
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を国ゴでの財1に対する財ノの（相対）価格としよう．もちろん，力、』1で

ある．したがって，上の競争均衡の利潤条件を適用すると，ある財ノが生産

される限り，その単位労働費用はその価格に等しく（cj』α、’〃＝が），他方，

その単位労働費用がその価格を上回る財（cノ＝αノが＞力、‘）は生産されない．

　国ゴにおいては三財共に消費されるものとすると，自給自足の状態では，

三財共に生産されるから，各財の価格は単位生産費＝単位労働費用に等しく

なけれぱならない．すなわち，

　　　　　　　　　　　　　cI‘＝α1’〃‘＝1，

　　　　　　　　　　　　　・・’＝α。！が＝〃，

　　　　　　　　　　　　　C・一＝α・‘が＝力。ゴ，

が成立する．これより，が＝1／α1」加！／α2」加伽‘，そしてが＝α，I／α、‘およ

び加‘＝α37α1’となる．

　ここで・国｛が世界市場において三財のうちのいずれか一つの財のみを生

産する状況に注目しよう．世界市場における財1に対する財2と財3の相対

価格をそれぞれ加およぴ加で表そう．なお，ゴ（ノ）によって，国ゴが財ノを

生産することを意味するものとする．

　（1）　ゴ（ユ），すなわち国ゴが財1のみを生産している場合には，次の条件

　　　が成立しなけれぱならない．

　　　　　　　clj＝α1‘が＝1，すなわち，ω’＝1／α1’，

　　　　　　　　　　　c2㌧・α2‘が＝α2－／α1f〉カ，，

　　　　　　　　　　　・・…＝α〃＝α。伽・〉加．

　（2）　ゴ（2），すなわち国’が財2のみを生産する条件は，以下のとおりで

　　　ある．

　　　　　　62‘＝吻’が＝力2，すなわち，が＝（1／α、’）力，，

　　　　　　　　　　o1j＝α1’が＝（o1％2…）加〉1，

　　　　　　　　　　　　または，　加〉α27α1I，

　　　　　　　　　　c3‘＝α3’が＝（αヨ7α21）加〉加．

（3）ゴ（3），すなわち国ゴが財3のみを生産するときピは，次の条件が成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　875



（4） 一橋論叢第110巻第6号平成5年（1993年）12月号

　　　　　　　図1　生産特化領域

力
3

GI

螂呈／蜆；

E　I

特化領域31（・）　　下＼カ。一（筈）加

　F’1　　　特化領域2
｛（2〕

特化領域1
　、オ（1）

」D！

　　　　O　　　　　　　　。；／刎　　　　　　　　　　か
　　　立する．

　　　　　　c3I＝α3切一＝加，すなわち，が＝（1／α3一）加

　　　　　　　　　　ol㌧α、’ω㌧（α、’ノα。三）ヵヨ〉1，

　　　　　　　　　　　　または，加〉αヨ‘／α1‘，

　　　　　　　　　　c2‘＝α2Iω‘＝（α～／α茗一）加〉加，

　　　　　　　　　　　または．　加＞（α3‘μ2‘）加．

　以上のケースを図によって確定しよう．図1において，横軸に加（財1に

対する財2の相対価格），縦軸に加（財1に対する財3の相対価格）が目盛ら

れている．そうすると，上述のケース（1），（2），そして（3）は，それぞれ

特化領域1，2，3によって区分■される．

　第一に，（1）の条件により，加と加が，垂直線1〕’F！の左方で水平線EIF’

の下方，すなわち四辺形0ElF㍉ぴの特化領域1にあるならぱ，国ゴは財1

876



国際生産特化バターンの確定 （5）

のみを生産する．

　第二に，条件（2）を満たす領域は，ヵ。と加の組み合せが，垂直線〃F一の

右方と直線F一σ（その傾きは晩伽’に等しい）の下方の領域にある場合で

あり，この特化領域2では国ゴは財2のみを生産する．

　第三に，加と加の組み合せが，水平線が戸の上方で，かつ直線F℃Iの

上方にあるならぱ，条件（3）が満たされ，国ゴは財3のみを生産する．これ

は特化領域3で示される．

　なお国ゴは，付言するまでもないとは思うが，垂直線〃F上では財1と

財2を，水平線がF’上では財1と財3を，そして直線F℃’では財2と財3

を，それぞれ共に生産できる．三財が同時に生産されるのは点F’（自給自

足状態での相対価格）においてのみである．

　生産特化領域を区分する図1が，われわれの基本図である．各国について

描かれた図1を重ね合わせることによって，われわれは各国の国際生産特化

のバターンを見い出すことができるのである．そこに進む前に，しかしなが

ら，生産特化と実質賃金率の関係について言及しておこう．

　　1）McKenzie（1954），165頁を見よ．

　　2）McKenzie（1954）では，最終財だけでなく，中問財が存在するケースに

　　ついても分析している．また，中間財の存在するケースについては，Amam

　　（1966）をも参照されたい．

3　生産特化と実質賃金率

　国ゴが自給自足での相対価格とは異なる（世界市場）相対価格に直面し，

ある財の生産に特化したとき，国づの実質賃金率はどのように変化するであ

ろうか．われわれは三つの財を仮定しているから，実質賃金率もそれぞれの

財で計る必要がある．

　最初に，特化領域1の場合を考えてみよう．この領域では国ゴは財1のみ

を生産するから，財1で表した実質賃金率は，〃’＝1／α1一であり，自給自足の

ときと同じである．しかし，財2で計った実質賃金率は，が伽＝（1／ol’）伽
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（6）　　　　一橋論叢　第110巻　第6号　平成5年（1993年）12月号

〉（1／α・！）〃である．なぜなら，世界市場での財2の相対価格加は，国ゴの

自給自足下のそれ加’より低いからである．同様に，財3で計づた実質賃金

率は，世界市場での財3の相対価格加は国’の自給自足下のそれ加’より低

いから，が加3＝（1／α1‘）伽＞（1／α1‘）加～である．要するに，国タが財1の生産

に完全特化すると，財1での実質賃金率は不変だけれども，他のいずれの財

で計っても実質賃金率は上昇するのである．

　今度は，財2のみを生産する特化領域2についてはどうであろうか．この

ときには，財2で計った実質賃金率は，が伽＝1／α。’で不変である．財1で

表した実質賃金率は，が＝（ω伽）加＝（1／吻一）ヵ。＞（1／α。’）〃（なぜなら加〉

加‘）であり，また財3で計った実質賃金率は，〃仏＝（〃伽）（伽伽）＝

（1／α2’）（加加3）＞（1／吻‘）（加物3’）（なぜなら加伽〉加ψ3’）である．すなわち，

このケースでは，財2で計った実質賃金率は不変だが，財1または財3で計

った実質賃金率はいずれも上昇する．

　特化領域3，すなわち国ゴが財3の生産に完全特化するときには，実質賃

金の変化は次のとおりである．財3で計った実質賃金率は，が伽＝1／α。‘で

不変である．財1で表した実質賃金率は，が＝（〃仏）加≡（1／o。‘）加〉

（1／α・I）加’（なぜなら加〉加‘）であり，他方，財2で計った実質賃金率は，

が加＝（〃ノ加）（加加）＝（1／α3｛）（加加）＞（1／02‘）（加’伽‘）（なぜなら加伽＞

加＝〃）である．このケースでは，財3で計った実質賃金率は不変だが，財1

または財2で計った実質賃金率はいずれも上昇するのである．

　以上から分かるように，自給自足状態からいずれの特化領域に移行するに

しても，完全特化した財での実質賃金率は不変だが，その他の財のいずれで

計っても，実質賃金率は上昇する．換言すると，三財の価格で表された一般

物価で実質賃金率が計られたとしても，そのような実質賃金率は確実に上昇

するのである．このことは，労働のみが唯一の生産要素であることを考慮す

ると，生産の特化によって実質国民所得が増加することを意味する．これが，

正しく，貿易による生産特化の利益である．

　同様なことは，国ゴが三財のうち二財のみを生産する場合にについても言
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国際生産特化パターンの確定 （7）

　　える．例えぱ，図1の垂直線1〕’F1上で国ゴが財1と財2を生産していると

　　きには，財1と財2で計った実質賃金率は，それぞれ（1／α1f）と（1／α・’）で不

　　変だけれども，財3で表した実質賃金率は，ω仏＝（1／α。｛）加。〉（1／α。ゴ）〃と

　　なるから，実質賃金率は高くなる．その他の不完全特化領域についても同様

　　である．

　　　かくして，生産特化と実質賃金率の関係については，リカード型モデノレの

　　枠内では，世界市場価格でも生産が続行される財（特化財）で計った実質賃

　　金率は変化しないが，生産が断念された財で表した実質賃金率は上昇し，そ

　　れ故に一般物価で計って賃金率は実質的に上昇する．別言すると，三財共に

　　国ゴで消費されることを考慮すると，輸出財で計った賃金率は変化しないが，

　　輸入財での実質賃金率は高まる．このように，貿易による生産の特化は貿易

　　参加国の実質所得を高める．以下では，生産特化の考察に焦点を絞るけれど
’

　　も，その背後では実質所得が上昇していることに留意されたい．

4　国際生産特化パターンの確定

　多数国多数財のケースで，各国がそれぞれ一つの財の生産に完全に特化し，

かつ世界全体で全ての財が同時に生産されるためには，各国はどの財の生産

に特化すれぱ良いのであろうか．これがジョーンズの言う生産割当悶題であ

り，国際生産特化バターンの確定問題である1〕．

　われわれの基本図である図1に戻り，これを利用して，三国三財ケースに

おける国際生産特化バターンを確定しよう．ここで三国をλ，B，Cとしよ

う．また，労働は国際間を移動しないが，財は国際間で，輸送費や関税等の

何らの貿易障害もなく，自由に移動するものとする．

　三財が存在するから，貿易前の各国ゴについて，既に見たように，相対価

格は，〃（財1に対する財2の相対価格），ヵ3‘（財1に対する財3の相対価

格），そして加伽一（財2に対する財3の相対価格）の三つがある．また，三

国であるから，それぞれの相対価格が三つある．三国間でそれぞれの相対価

格を比較した組み合せ，例えば，［加＾＜ヵ。B〈加C；加■＜加月＜ヵヨC；加物。“＜

879



（8） 一橋論叢

　図2

第110巻第6号平成5年（1993年）12月号

三国三財での国際特化パターンの例解
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び

X　　　　　　　Z

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加

　　　O　　　　　　　　Dc　　　　D日　　　　　刀＾
加物。B〈加c伽c］などの組み合せは，全部で102のケースがある2〕．等号の成

立するケースを考えるともっと膨大な組み合せとなる．このような多数の組

み合せの中から，われわれはどのようにして各国の国際生産の特化バターン

を見い出すことができるのだろうか．われわれの基本図を用いると，それは

簡単に解決できるのである．

　早速，図2を見よう．そこでは，各国の閉鎖経済（自給自足）の状態にお

ける相対価格が，それぞれ点”、F月，Fcで示されている．この状況は，比

較優位の観点から，次のように説明できる．

　（1）財1に対する財2の相対価格を表す横軸から読み取れるように，

　　　0が＝加≡を想起すると，加c＜加児＜力。月，またはα。c／α1c＜α。B／α1旧＜

　　　α・＾／α・4である．すなわち．．財1と財2の二財間の関係では，国λは

　　　財1に，国Cは財2に，それぞれ最も強い比較優位をもっている．
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国際生産特化パターンの確定 ｛9〕

　（2）財1に対する財3の相対価格を示す縦軸を見ると，0EI＝加’に留意

　　　すれぱ，〃＜力30〈加E，またはα。月／α1他。c／α1c＜α。月／α1月という関係に

　　　ある．すなわち財1と財3との間では，国λは財3に，国Bは財1

　　　に最も高い比較優位にある．

　（3）直線F’σの傾きは加伽』α・伽‘を表わすから，図示されたケース

　　　では，力3’伽λ＜加物2E〈加c加c，またはα3月ノα2月＜α3月／02E〈α3c／α2cと

　　　いう関係にある．換言すると，財2と財3の比較では，国λは財3

　　　に，国Cは財2に，それぞれ最大の比較優位をもっている．

　要するに，図2では，［加o＜加E＜〆；加＾＜加c〈加坦；加ψ。＾〈加月伽月＜

加c伽『という，102またはそれ以上のケースのうちの任意の一つが示され

ている．

　では，図2の状況において，各国がそれぞれ一つの財の生産に完全に特化

し，かつ世界（三国）全体で三財が同時に生産されるためには，各国はどの

財の生産に特化するであろうか．この問題に対する解答が，図2の陰影を施

した領域（五角形XFc肝且Z）であり，この領域にあっては，国λは財3

に，国Bは財1に，そして園Cは財2に，それぞれ完全に特化し，三国全体

で三財が同時に生産される．その他の領域では，三財のうちの二財のみしか

生産されない．

　例えぱ四辺形E伍cFcX内の任意の点Wを取ってみよう．この点は，国

λの特化領域3（財3に完全特化），国Bの特化領域1（財1に完全特化），

そして国Cの特化領域1（財1に完全特化）に属するから，いずれの国でも

財2が生産されないことが分かる．その他の領域についても同様に確かめる

ことができる．

　このように，われわれの国際生産特化バターンの確定手法は，きわめてメ

カニカノレで，帰納的である．しかし，その背後の特化プロセスは，次のよう

に説明できる．図2の場合には，国λは，他の二国に比べて，財2と財3の

いずれに対しても財1に最も強い比較優位をもち，また財3に対しては財2

が最も強い比較優位にある．それ故に，国λは財1もしくは財2の生産に
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特化するであろう．また，他の二国に対して国Bが最も強い比較優位にあ

るのは，財3と比較した財1の生産においてである．国Bは，それ故に，財

1の生産に特化するであろう．他．方，国Cは，他の二財に比較して，他の二

国よりも財1に最も強い比較優位にあるから，財1の生産に特化するであろ

う．これらの特化バターンは，推測に過ぎないが，ほぼ正確な判定である．

実際，図2で示されているように，結局は，国λが財3に，国Bが財1に，

そして国Cが財2に特化するのである．

　以上は，各国がそれぞれ異なる財の生産に完全特化するバターンを確定す

るものである．しかし，各国が少なくとも一財を生産し，世界全体で三財が

同時に生産されるバターンを，国際生産特化バターンから排除する理由はな

い．労働賦存状態の相違や需要状態によっては，このような不完全特化バタ

ーンが生じるであろう．図2においては，少なくとも一国が不完全特化する

ケース3〕として以下の五つある．

　（1）直線XF。上では，国λと国Bは財3と財1の生産にそれぞれ完全

　　　に特化するけれども，国0は財1と財2の両財を生産する．

　（2）直線Fcγ上では，国λと国Bは，相変わらず，それぞれ財3と財

　　　1に完全特化するが，国Cは，今度は，財2と財3を共に生産する．

　（3）直線γF月上では，国λは財3のみを，そして国Cは財2のみを生

　　　産し，他方，国Bは財1と財3の両財を生産する．

　（4）直線F月Z上では，国λと国Cは，それぞれ財3と財2の生産に完

　　　全に特化するが，国8は財1と財2を共に生産する．

　（5）最後に，直線XZ上では，国λは財1と財3の二財を生産するが，

　　　国Bと国Cは，それぞれ財1と財2の一財だけを生産する．

　ともあれ，各国についての自給自足下の相対価格関係が与えられると，図

1の特化領域を参照しながら，図2のように，各国の国際市場での生産の特

化バターンを確定することができるのである．以下，ジ目一ンズとグレーア

ムの数値例に，われわれの図解法を適用しよう．

　　1）Jones（1961）．なお，Caves，FrankelandJones（ユ993）の631－37頁も
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参照されたい．

2）私の大学院ゼミナール生周鶴松君の計算に依る．しかし，各国が相互に

交替的である組み合せも含まれるから，そのようなケースを除外すると，102

をかなり下回るであろう．

3）　このような不完全特化ケースを無視することができないことは，次節で

明らかになる．

　　　　　　　　　　5　ジ目一ンズの数値例の図解

　ロナノレド・ジ目一ンズの三国三財ケースの数値例を，われわれの図によっ

て解いてみよう．彼の数値例は麦1で示されているI〕．それをわれわれの図

で表すと図3のようになる．各国がそれぞれ異なる財の生産に完全に特化し，

世界全体で三財が共に生産される領域は，直ちに図3から読み取れるように，

陰影を施した国際生産特化領域X〃である．すなわち，この領域では，国

λは財1に，国Bは財3に，そして国Cは財2に，それぞれ完全特化する

のである．

　ところで，ジョーンズの解決法を簡単に説明すると，以下のとおりである．

三国三財ケースで各国がそれぞれ異なる一財に完全特化するケースは，次の

六つであり，それぞれについて労働投入係数の積が計算できる．

　（1）［λq），B（2），C（3）］のケースで，このときの労働投入係数の積は，

　　　10×7×2＝140である．

　（2）μ（1），B（3），C（2）］では，労働投入係数の積は，1Ox3x3＝90とな

　　　る．

表1　ジ目一ンズの数値例

　（数値は労働投入係数）

　　　　　　　　　　　　　C：Continenta1
A：America　　　B：Britain
　　　　　　　　　　　　　　Europe

：Com　　　　　10

：Linen　　　　5

：Cloth　　　　4

10　　　　　　　10

7　　　　　　　3

3　　　　　　　2
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　　　　図3　ジョ・一ンズの数値例の図解

　　　　　　　　　11表1参照）

4E＾
而

3　E日
而

2Ec　　　　　　戸

磯〕

F＾

o＾

GC

Y
　　　　　　　　　　c旧
　　　　　　F8

X　　Z

而

　　　　　　　　　　　　　　1：ρ　　　　　1）＾　　　　　D固
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加
　　　○　　　　　　　　　立　　　　　五　　　　　ユ
　　　　　　　　　　　　　10　　　　　　10　　　　　　　0

　（3）［A（2），B（1），C（3）］の場合には，労働投入係数の積は，5×10×2＝

　　　100となる．

　（4）　μ（2），B（3），C（1）］の場合で，労働投入係数の積は，5×3×10＝150

　　　となる．

　（5）［λ（3），B（1），C（2）］のときには，労働投入係数の積は，4x1Ox3＝

　　　120である．

　（6）　［λ（3），B（2），C（1）］のときには，労働投入係数の積は，4x7×10＝

　　　280となる．

　ジヨーンズが厳密に証明したことは，〃国〃財ケースについても同様だ

が，労働投入係数の積が最小になる特化バターンが最も効率的な生産割当だ

ということである．上のケースて｝は，（2）すなわち国Aに財1の生産を，国

Bに財3の生産を，そして国Cに財2の生産を，それぞれ割り当てるのが
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最も効率的である．この国際生産特化バターンは，われわれが，既に図3に

もとづいて確定したものに外ならない2〕．

　注意すぺきことは，ジ冒一ンズの手法では，ある国が不完全特化するケー

スが排除されていることである．図3のジー目一ンズの数値例では，Xγ線上

では，国λと国Bはそれぞれ財1と財3に完全特化するけれども，国Cは

財2と財3を生産する．また，〃線上では，国λが財1と財2の両財を生

産し，国8と国Cはそれぞれ財3と財2だけを生産する．さらに，XZ線

上では，国λは財1のみを，そして国Cは財2のみを生産するが，国Bは

財1と財3を生産する．このような不完全特化のケースを含め，また点FE

と点FCの可能性を考慮すると，ジョーンズの数値例における国際生産特化

のケースは六つある．貿易の結果，いずれのケースが実現するかは，世界の

需要状態や各国の労働賦存量の相違によって決定されるのである．

　労働投入係数の積に注目するジ冒一ンズの手法には限界あることを指摘し

なけれぱならない．表2は，表1のジョーンズの数値例において，国Cの財

3の労働投入係数のみをを2から1，8に変更したものである．その結果，上

述の（2）と（3），すなわち［λ（1），8（3），C（2）］と［λ（2），B（1），C（3）］で

は，労働投入係数の積が共に90となり，最小値を与える．この二つのケース

のいずれが，国際貿易の結果，実現するのであろうか．いずれの特化バター

ンをもたらすような価格体系も，自由な世界市場では成立しないのである．

　このことは，表2を図示した図4を見れぱ，直ちに，明らかである．可能

性のある国際生産特化バターンは，直線FcX上と直線XFE上であり，この

ときには一国は不完全特化にある．すなわち，直線FcX上では国λと国

　　　　　　　　　　　表2完全特化不可能の数値例

　　　　　　　　　　　　　（数値は労働投入係数）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C1Continental
　　　　　　　　　　　A＝America　　B：Britain
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Europe

：Com　　　　　　10

：Linen　　　　　　5

：αoth　　　　　4

10　　　　　　　10

7　　　　　　　　3

3　　　　　　　1．8
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図4　完全特化不可能ケースの図解

　　　　　（表2参照）

G＾

GC
　E＾4
1O

　が3
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　が18
100

F＾

［菰婁／。、

F日

　　　　　　　し［妻；＞〕

戸＼［鐵、，／

ぴ

D一

　　　　　　　　　30　　　　　　　而

D＾ が

　　　　伽O

8は共に財1の生産に完全に特化し，国Cが財2と財3の両財を生産する．

そして直線XFB上では，国λと国Cが共に財2だけを生産し，国8は財

1と財3を生産する．点Xでは，国λは財1と財2を，国βは財1と財3

を，そして国Cは財2と財3を生産する．いずれであれ，各国が同時に異な

る財に完全特化することはないのである．

　ところで，既に述べたように，表2の数値例では，［λ（1），B（3），C（2）］と

［λ（2），B（1），C（3）］が共に，最小の労働投入係数の積を与えた．図4から確

定された特化バターンを考慮すると，われわれは，このような場合には，国

λは財3に，国Bは財2に，そ1ノて国Cは財1に，それぞれ完全特化する

ことはないということがわかる．その意味では，ジ目一ンズの手法は役立つ

のである．

　　1）Jones（1961）の163頁の表2である．
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2）Caves，Frmke1and　Jones（1993）の728頁の表5．S．3，そして三辺信夫

（1971）の68頁の図2などでも，三国三財ケースが図解されている．しかし，

彼らの図解法は，各国にそれぞれ異なる財の生産を割り当てたときに，競争

均衡利潤条件が満たされているかを示すものであり，割当間題が解決された

場合を図示しているに過ぎない．

6　グレーアムの数値例の図解

　ジョン・スチュアート・ミル（John　Stuart　Mm）によって確立された国

際価値論が，不変生産費，貿易障害の存在しないことを仮定しているぱかり

でなく，二国二財のフレームワークで展開されていることを徹底的に批判し

たのが，フランク・D・グレーアムである．われわれが，ここで取り上げる

のは，二国二財モデルに対する批判としてのグレーアムの四国三財モデノレで

ある．

　四国三財ケースにあっては，二財間の比較優位（生産費）の四国間の順位

付けの組み合せは，等号が成立する場合を除いても，3624の数になる1〕！

しかし，恐れる必要はない．われわれの図解法を用いれぱ，等号の成立する

弱い順位付けも含んで，その中のいずれかが任意に与えられても，各国の国

際生産特化バターンを容易に確定することができる．

　その少なくとも3624の内の任意の一つのケースであるグレーアムの四国

三財の数値例の一つが，表3に示したものである2｝．注意すべきは，ここで

の数値が「生産力一単位（㎝e　unit　of　productive　power）」で生産される生

産物の単位数である点である．換言すれぱ，数値は，われわれの労働投入係

数の逆数，すなわち労働生産性である．貿易前において，各国の各財での労

表3　グレーアムの四国三財の数値例

　　　（数値は労働生産性）

A　　B　　C　　D

1：CIoth　　　10　　　10　　10　　　10

2：Linen　　　19　　20　　工5　　28

3：Chairs　　42　　24　　30　　40
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図5　グレーアムの数値例の図解

　　　　　（表3参照）

伽

　亙固皿
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　E〔ユO
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皿”40

迎E・42

　　　　　　　　　　　　　　び　　　　　　　　　　／

　　　　　　　　／餓棚〕ぴ

／紬コ∠戸　二
　　γ　λ（3），α1〕

F・　　3（2）．D（2）〃

X　　Z　F＾

㈱側

　　　　　　　　　　　　　　Do　D8　D＾　　1〕c
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加
　　　○　　　　　　　　　　　皿　　且皿　　　皿
　　　　　　　　　　　　　　　28　　　　20　　19　　　　　　15

働生産性が表3で与えられたとき，国際貿易は各国をどの財の生産に特化さ

せるであろうか．

　表3の数値例を図に表すと，図5のようになる．すなわち，グレーアムの

数値例は，われわれの記号を用いると，加㌣加旧＜〆＜が，加＾＜加D＜力。C＜

加”，そして力3月伽＾〈加C加C〈加D伽D〈加B／加Bという関係が成立するケース

である．それはともあれ，早速，図5の教える各国の国際生産特化のパター

ンを読み取ることにしよう．われわれは，図5から16の異なる国際生産特

化バターンを区別できる．その内の幾つかを説明しよう．

　先ず，四辺形XF”〃の領域内では，国λは財3に，国Bと国Cは共に

財1に，そして国Dは財2にそれぞれ完全に特化する．三角形γσγの領

域内では，国Aと国Cは共に財3に，国Bは財2に，そして国Cは財1
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に，それぞれ完全に特化する．六角形ZγγFc肌F＾の領域内では，国λは

財3に，国Bと国1）は共に財2に，そして国Cは財1に，それぞれ完全に

特化する．この三つの領域が各国がいずれかの一財の生産に完全特化する領

域である．ここで言えることは，図5のグレーアムのケースでは，各国一財

のみを生産する場合には，国λは財3のみを，国Bは財1か財2のいずれ

かを，国Cは財1のみを，そして国1）は財2か財3のいずれかを生産する，

ということである．

　もちろん，いずれか一国が不完全特化するケースもある．例えぱ，直線

XZ上では，国λは財1と財3を共に生産し，他の三国の各国は四辺形

XFDWの領域内と同じ財に完全特化する．また，直線ZF＾上では，国λ

は，相変わらず，財1と財3を共に生産するが，他の三国の各国は，先の六

角形ZγγFc肌砕の領域内と同じ財の生産に完全特化する．その他のケー

スについても，同様に，特化バターンを確定することができる．

　図5に示される16の特化バターンは，次のように要約できる．国λは，

直線F＾X上（点F’と点Xも含む）を除き，財1を生産することはなく，

国Bは財3を生産することはなく，国Cは，直線FcW上（点Fcと点〃

を含む）を除いて，財2を生産することはなく，そして国は，直線FDγ上

（点FDと点γを含む）を除き，財1を生産することはない．このことは，

言うまでもなく，図5または表3で仮定された比較生産費の相互関係に依存

している．そこでは，既に述べたように，国λは，財1に比べて財3に，そ

して財2に比べて財2に，他の三国のいずれよりも最も強い比較優位にある．

逆に言えぱ，国λは財1の生産に最も強い比較劣位にある．それ故に，財1

の生産は国λは行わないであろう．国Bは，財1および財2に対しても財

3が，他の三国のいずれに比べても，最も強い比較劣位にあるから，財3を生

産することはないであろう．国Cと国1）の立場は微妙である．国Cは，財

2に対して財1が他のいずれの国よりも比較優位が高いが，その他の二財に

ついては各国の間にある．また，国Dも，財1に対して財2が他のいずれの

国よりも高い比較優位にあるが，他の二財に関してはそれらの間に位置する．
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したがって，われわれの推測できることは，国Cは財1を，そして国は財3

を生産するであろうということてある．

　図5で示される16通りの国際生産特化バターンの内のどれが実現される

かは，各国の労働賦存量と需要条件などに依存する．グレーアムは，国λ，

B，C，Dの労働賦存量をそれぞれ1：2：3：4と仮定し，さらに各国における

各財への支出割合が1／3として，均衡交易条件を求め，国際生産特化のバタ

ーンを特定している．彼の求めた均衡交易条件は，財1（c1oth）10単位＝財

2（linen）21単位＝財3（chairs）30単位である1われわれの記号で表せぱ，

加＝10／21，伽＝1o／30したがって加加2＝21／30となる．そして，グレーアム

は，このときの特化パターンを，国λと国Bがそれぞれ財3と財2に完全

特化し，国Cは財1と財3を，そして国Dは財2と財3を生産するものと

して特定しているヨ〕．

　図5において，グレーアムの求めた加＝10／30は，直線EcFcで表され，

また加伽＝21／30＝28／40は，直線FDODの傾きに等しい．両直線の交点は

点11であり，そこでは加＝10／21である．点γでは，図から読み取れるよ

うに，国λと国Bが財3と財2にそれぞれ完全特化し，国Cは財1と財3

を，そして国Dは財2と財3を生産する．これが，グレーアムの特化バター

ンであり，その意味で点γはグレーアム点である．グレーアム点がきわめ

て特殊な点であることは明らかである4｝．

　　1）　これも院生周鶴松君の計算に依る．ここでも各国が交替可能なケースを

　　　分析から除外できるから，実際に考察対象となるのは，それよりかなり少な

　　　い数となろう．

　　2）El1is　and　Metzler（1950）の316頁の表を参照．

　　3）E1lis　and　Metzler（1950）の321頁の表を参照．

　　4）　グレーアムの求めた点γが，それぞれの国の点FIを結んでできる四辺

　　　形のほぼ中心に位置することに注目されたい．これは，グレーアムが，いず

　　　れかの点F’では国際交易条件は決定される可能性が少ないとr確信」して

　　　いたからである．点戸などで決まる価格が，いわゆる“limbo　prices”（端

　　　点または境界価格とでも訳せるだろうか）である．
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7　国際生産特化の三基本型：三国三財ケース

　われわれの基本図を用いた国際生産特化バターンの確定は容易であり，こ

の段階で既に図解方法を習得したものと思う．そこで，さらに進めて，国際

生産特化の三つの基本型を提示しておこう．

　われわれは，今，国Bと国Cの閉鎖経済での相対価格関係のみに注目す

る．そうすると，両国間の相対価格関係には，次の三つの基本型がある．

　基本型1：加B＜加c，加月く力3c，力3物2月く加c伽o．

　基本型2：加月＜力。c，加月＜加c，加c加c〈加物。月．

　基本型3：加月＜加c，加c＜加B，加c加c＜力。物。月．

もちろん，国8と国Cを入れ替えると，さらに三つの関係があり，それ故

に，全体では六つの基本型がある．しかし，他の三つの関係は，上の基本型

を読み換えれぱ良いので，これらの三基本型だけの検討で十分である．

　これら三つの基本型が図6にそれぞれ示されている．それぞれの基本型に

国λを新たに追加し，各国が異なる一財に完全に特化するとき，国際生産特

化バターンは，どのように決定されるであろうか．これに対する解答は，国

λの閉鎖経済での相対価格に左右されるであろう．基本型1の図に注目す

ると，国λの自給自足下の相対価格が点w（すなわち国λの点F』）であ

ったとしよう．この点を参照にして，国λの生産特化領域を描くと，この場

合には，［λ（2），B（3），C（1）］という国際生産特化バターンが確定する．直ち

に確かめられるように，点F＾が，折れ線0Xγと縦軸に囲まれる領域内に

あるならぱ，国際生産特化バターンは，μ（2）、8（3），C（1）］となる．また，

点F月が，折れ線0XZと横軸に囲まれる領域内にあれぱ，国際生産バター

ンは［λ（3），B（2），C（1）］となる．さらに，直線Xγの右方でと直線XZの

上方に点F月が位置するならぱ，［λ（1），B（3），C（2）］の国際生産特化バター

ンとなる．

　基本型2と3の剛三ついても同様である．要約すると，国λの相対価格

に関係なく，基本型1にあっては，国Bが財1に，国Cが財3に，完全特化
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図6　国際生産特化の三基本型
　　　　（三国三財ケース）

基本型1

加

EC

炉

γ

w

川2），B（3），

　C11）

F日

治“
λ（1），別3），C｛2）

》＼
Xl
l

Z

λ3），別2），α1）

O　　　D目　が

Ec

E咀

基本型2

γ

加
　
”
”

　
　
＼
＼
＼
＼
＼
＼
＼
＼
＼
＼
　
　
λ
（
1
〕
，
B
（
2
）
，
C
（
3
〕
　
　
燃
1
　
　
　
．
　
　
z
　
X
　
　
1
　
　
　
■
　
　
　
■
　
　
　
一
　
　
　
■
’
1
ギ
　
1
1
A
（
3
）
，
別
2
）
，
C
1
1
）
1
1
L

λ
（
2
）
，
B
（
3
）
，
C
（
1
）

l　l　I　l　l　l　・　・

O　　DB　　Dc　　加O　　　DB

加

基本型3

λ（1〕，B（2），C（3〕

”

EC

γ

λ（2），別1），

　C（3〕

λ（1），B（2），G（3〕

　　　　　ZX
λ（3），別2），C｛1）

Dc　　　加　0 D圃　　DC　　加

892



国際生産特化バターンの確定 （21）

することはなく，基本型2では，国Bが財1に，国Cが財2に，完全特化す

ることはなく，そして基本型3では，国Bが財3に，国Cが財2に，完全特

化することはないのである．このことは，各基本型での相対価格関係から推

測することができよう．

8　おわりに

　以上，われわれは，多数国多数財，特に三国三財およぴ四国三財のリカー

ド型貿易モデノレにおいて，閉鎖経済下の相対価格が異なるときに，国際貿易

がどのような国際生産特化をもたらすか，それ故にまた，どのような貿易バ

ターンをもたらすかを，生産特化領域という簡単で基本的な図を用いて確定

した．われわれの提示した図解は，競争均衡での利潤条件によって，自由な

国際貿易の結果，各国がいずれかの財を生産し，かつ世界全体で全ての財が

生産されるためには，世界市場での相対価格がどのような範囲になけれぱな

らないかを確定するものである．この範囲の中でどの特定の相対価格が美現

するかを決定するには，各国の労働賦存状態や需要条件などを考慮しなけれ

ばならない．ともあれ，本稿の図解方法は，メカニカノレで帰納的であり，そ

れだけに確実であり，国際生産特化バターンを確定するのに有力な手法であ

る．
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